
地球の気温上昇が止まらない限り、世界・日本で水害は増え続けます。
2019年　多摩川が氾濫し、多摩市では建物へ浸水がありました。
出典：国立市　洪水ハザードマップ　 https://www.city.kunitachi.tokyo.jp/ikkrwebBrowse/material/files/group/21/kouzuiHM2.pdf

八王子市　令和元年東日本台風の被害　
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ロードマップ・実行計画に考慮してほしい視点

気候変動対策は
①人権を守るため
　将来の戦争リスクを減らし平和に貢献
≒国立市の基本方針ソーシャルインクルージョン

②自分たちの快適な暮らし・健康をつくる
≒健康まちづくり戦略基本方針
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ロードマップp.83記述の変更提案
・箇条書き4,5つ目　
・2030年・2050年までの方針

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

~~~~~~~~

~~~~~~~~~~~
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出典：経済産業省　第6次エネルギー基本計画

国や都の方針と矛盾？

~~~~~~~~~~~

出典：東京都ゼロエミッション戦略



国立市も2030年目標の温室効果ガス排出量を
を62%にしてください(2013年度比)

世田谷区
2030年の削減目標
・温室効果ガス(2013年度比)　57.1%
・CO2排出量　(〃)　　　　　62.6%

さらに野心的な目標　温室効果ガス削減66%

出典：審議資料1「『世田谷区地球温暖化対策地域推進計画』の見直しについて」より
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鳥取・長野県：60%、札幌市59%、多摩市は脱炭素先行地域に応募



出典：国立環境研究所 ,西岡秀三 ,脱炭素社会はなぜ必要か、どう創るか (https://cger.nies.go.jp/cgernews/2021_special/362001.html) 

CO2排出を点線矢印より左側に
抑えないと、1.5℃を超える

2030年までに大幅にCO2を減らすべき根拠①
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「既に存在する技術（洋上風力を含む風力、太陽光発電、 ZEB/ZEH、EV等）をまずは2030年までに徹底的に展開する
ことが、2050年GHG排出実質ゼロ目標の達成において非常に重要であることを強調したい 。」
出典：国際環境シンクタンクNGOのクライメート・アクション・トラッカー　（≒科学研究グループ）
https://climateactiontracker.org/documents/849/2021_03_CAT_1.5C-consistent_benchmarks_Japan_NDC-Translation.pdf

●

旧

新NDC:2013年度比46%削減
(森林吸収：旧目標程度を想定)

ロードマップのケース1~3:
2030年に46~55%削減でも
1.5℃を超えてしまう予測

「日本の中長期の温暖化対策を1.5℃目標と整合させるには、（中略）国内の温室効果ガス排出
を2030年までに2013年比で60％以上削減する必要があることが示された。」

根拠②
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⇦IPCCの第６次評価報告書（＝気候変動に関する最新の科学的な知見）
※IPCCとは：気候変動に関する政府間パネル
世界気象機関（WMO）国連環境計画（UNEP）が、気候変動に関する自然科学的・社会
科学的な最新の科学的知見を評価して報告する機関として設立。

①国立市に合った創エネルギー

赤は費用がかかる
CCS：世界でも実用化されていない、莫大な費用
バイオマス混焼：高コスト

7

エネルギーをどうしたらCO2削減になるか



国立駅南側　

出典：東京都　東京ソーラー屋根台帳 ポテンシャルマップ 太陽光発電 　　https://tokyosolar.netmap.jp/map/

国立二小

国立市にどんな発電ができるか？
➡ロードマップより、太陽光のポテンシャルが最も大きい
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市内の創エネ（太陽光発電）の恩恵

●災害時の電力供給　命と健康を守る

（これまで）
火力発電と原発は地震で停止したり、台風で断線の影響を受けて
いた
→大規模停電

（これから）
🏫市内で電力を自給できれば
・命、健康を守れる (冬のヒートショック、夏の熱中症を防ぐ )
・電話☎、ニュース・ラジオなど情報源を確保

●経済的メリット
パネル導入→電気代を抑えられる、リースもあり

出典：文科省　防災の観点から学校施設の太陽光発電を導入している事例
　https://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/newdeal/jirei/1288336.htm 9



●町の活性化

ソーラーシェアリング：農地や耕作放棄地に太陽光パネル
　　　　　　➡一つの場所で、作物とエネルギーを生み出す

　
千葉県匝瑳市の事例：耕作放棄地で大豆栽培を始め＋パネル

→地域に、雇用・税金を含め年間1億円が落ちている
　移住する若者、家族が増えている

出典：農林水産省

動画　“ソーラーシェアリングの郷”　「農業×電気」で地域活性化　“移住する若者”も増加【Jの追跡】(2023年2月5日)【山口豊アナが見たSDGs最前線】

https://www.youtube.com/watch?v=yCtPgcYeibM 10



エネルギーをどうしたらCO2削減になるか
②電力会社を切り替え（パワーシフト）
　再エネメインの会社に切り替えると、家庭からのCO2排出のおよ
そ半分を減らすことができる

11出典：パワーシフトキャンペーン



今から7年が大事
・市内の小中学校建て替え
・都の太陽光設置の手厚い補助金
　　　→6～10年で初期費用の元が取れる

12

気候変動の影響を長く受ける(30代以
下)世代は太陽光パネル設置の条例に
賛成多数

出典：東京都　「住宅等の一定の中小新築建物への太陽光発電設備の設置等を義務付ける新たな制度の創設」への意見の傾向


